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2022自治労県職労春闘要求回答交渉
長時間労働の解消、東庁舎バリアフリー、豚熱対応、早期に話し合いを始めよう！
100H超の解消を！「障害者目線」で庁舎改善を！安全衛生の視点で豚熱対応の検証・体制整備を！ 

　自治労県職労は4月27日、2022年春季要求回答交渉を行いました。
鈴木委員長あいさつ
まずはじめに、提出交渉の際にお願いした、非正規職員や新採用職員への通勤手当等の申請の周知徹底について、全庁掲示板で期日までに届出を行うよう繰り返しアナウンスされたことや、各所属においても細やかな声掛けが行われたことに対し、お礼を申し上げる。
さて、これまで労使共通である過重労働の撲滅については、100時間超の時間外労働ゼロを目標に掲げてきたにもかかわらず、一向に達成されていない。
私たち自治労県職労はこうした状況を改善するために、不急業務の見直しをトップダウンにより速やかに行うよう、繰り返し提案してきた。
一方、これまで当局においては、不急業務等の見直しを現場からの積み上げで行ってきたが、それで果たして結果が出たと言えるのか。
これまでも再三申し上げてきたが、職員は自分の業務に責任を持って取り組んでおり、おいそれと「自分の業務は不急業務である」と言い出せるだろうか。
だからこそ、局長級が先頭に立ち、トップダウンで行ってもらいたいという案を示してきたのである。
また、これこそが知事が常々話している「民間のスピード感」にもつながるのではないのか。
そしてコロナ禍である今だからこそ、労使がそれぞれの立場でしっかりと話し合いをしながら、よりよい職場環境を構築するときではないのか。
本日は、こうした課題も踏まえ上で、前回の交渉で提案させていただいた内容に対し、誠意ある回答をいただけるものと期待する。
自治労県職労の主張

〇コロナ応援業務に行くたびに、応援先の業務がひっ迫していることを痛感する。特に保健福祉事務所は昼夜問わず対応に追われている状況だ。
〇コロナの長期化は明らかであり、保健福祉事務所の強化や定数増を考えるべきだ。
〇応援に向けて削減できない業務もあれば、止められる業務もある。ただ、職員は自分の仕事に誇りを持っており、職員が業務を見直すのは難しい。トップが判断しないと見直せない。具体的に業務の見直しをしているのであれば示してもらいたい。
〇100時間超の時間外をなくすために、労使で知恵を出し合う場をつくることを、この場で確認したい。
〇議会対応について、本庁の各所属は苦労している。突然議員からのオーダーが来ることが多く、負荷がかかっている。何らかのルール作りが必要だ。
〇非正規職員の処遇について、県の正規職員とは明確な格差がある。不合理な格差の改善は同一労働同一賃金の観点から必要であり、その点は労使で共有したい。
〇人材育成について、プラスアルファではなく、きちんと業務として位置付けるべき。
〇豚熱対応について、業務の検証、マニュアルはできたが、労働環境についての検証、体制整備が必要だ。
〇ノーマライゼーションについて、システムの改修でフォントが変わり、弱視の障害者にとっては見づらくなっている。改修にあたっては事前に障害当事者の意見を聞くべきではないのか。
〇メンタルヘルス不全の発生職場については、職場の問題点の洗い出しや対策が必要だ。
〇人材確保の観点からも、若年層への住居支援や食堂、売店等の福利厚生施設の充実を図るべきだ。
〇100時間超の時間外勤務については、これまで当局だけで検討した結果、一度たりとも目標を達成できなかった。方向性が同じであれば、労使で話し合うべきでは。
〇電話交換業務は視覚障害者の適職として、障害者雇用の観点から維持してきており、現業の見直し交渉でも確認している。退職者が出た場合、なし崩し的に委託化するのはこの間の労使確認に反する。障害者雇用の視点を見直したいのであれば、組合はもとより、障害者団体と話しあって決めるべきことだ。

労務担当局長回答
●保健福祉事務所は平成26年に組織の見直しを行ったが、専門職については見直し前と同様に配置している。
●コロナ応援業務について、一般事務職でできる業務の切り分けや派遣スタッフの活用を進めてきた。また全所属で所属長は状況に応じ、適宜事業の中止や延期を行うこととしている。

●議会対応については、資料の電子化や陪席の削減などの対応をしている。
●100時間超の長時間労働の削減については、局ごとの方針を作成することとし、強い決意で臨む。
●職員配置については、業務を見直してもなお時間外勤務が生じる場合、超勤時間なども参考に配置している。突発的な業務増については、非常勤職員の枠配分などで対応している。
●人材育成について、指導育成の必要性は認識している。専門的職務指導員制度も全庁で導入した。
●東庁舎の問題（ノーマライゼーション）については、執務スペースは各所属で適切に管理している。法令は遵守している。エレベーターの4基中3基に車いす対応の鏡がない問題だが、鏡をつけるにはエレベーターのかご自体を変える必要があり対応が難しい。駐車場からのスロープ設置については、建物の改修が必要であり困難。雨の日は保安員が車椅子の来庁者に傘をさす。
●豚熱対応について、発生事案を教訓とし環境農政局において対策効果を図っていると聞いている。その一環としてマニュアルの改定も行った。
●会計年度任用職員の業務について「補助的、定型的業務」以外は存在しないと認識している。あれば個別に対応する。
●電話交換業務については、障害者雇用の観点を踏まえ検証している。しかるべき時期に話し合いたい。
自治労県職労の主張

〇抽象的な方針で、100時間超の時間外をなくすことができるのか。当局は本当に100時間超働けば人は死ぬかもしれないという認識を持っているのか。当局だけで考えて実現できないから、労使で知恵を出し合おうと言っているだけだ。なぜそうまで頑ななのか。今年も100時間超が発生した場合、だれがどのような責任を取るのか。
〇豚熱対応について、業務上は環境農政局が検証し、対応マニュアルを改定した。ただ、労働環境の視点での検証、体制作りは行われていない。このままでは再び同様な事態が発生した場合、労働安全衛生が担保されず協力できない。必要な業務であり、職員が安心して業務にあたれるよう、きちんと検証し、体制を整備すべきだ。
〇東庁舎の問題は、「事前に障害のある職員の声を聞いてもらいたい」とお願いしたにもかかわらず、聞かずに作った結果だ。障害者がどのような思いで使用しているか考えるべきだ。当事者が困っていても法令順守さえしていればいいというのが神奈川県の「当事者目線の障害福祉」ということか。
労務担当局長回答
●豚熱対応について、労働条件については確認のうえ話し合っていく。
●東庁舎の問題については、改善できることがあるのか、ないのか、確認のうえ話し合っていきたい。
●長時間勤務については、従前の労使協議をどのようにすべきか相談していきたい。

委員長まとめ
過重労働の撲滅について、自治労県職労は犠牲者を出さないよう、労使の話し合いで知恵を絞り合いたいと一貫して申し上げているが、具体的な中身がかみ合っていない印象がぬぐえない。
東庁舎の問題については、当事者の意見を聞かないからこのような問題が生じている。そこをきちんと受け止めてもらいたい。
私たちはいつでも話し合いの門戸を開いているので、誠意ある対応を期待する。
